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次世代自動車の種類
次世代自動車とは？

走行中に大気汚染物質や温室効果ガスなどの排出がない（又は少ない）

環境にやさしい自動車

電気自動車 EV プラグインハイブリッド自動車 PHV

燃料電池自動車 FCV クリーンディーゼル自動車 CDV

電気（水素で発電） 軽油

電気 ガソリン+電気（充電可能）

一社）次世代自動車振興センターHPより抜粋
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次世代自動車の特徴
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新車販売に占める次世代自動車の割合（全国）
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乗用車 約８１万台（軽自動車を含む）

世帯数 約６５万世帯

⇒ 一世帯当たり1.23台

参考 全国県庁所在地別のガソリン消費料金及び使用量

全国１位：山口市 １０６，２９２円（７９３．６７ℓ）
２位：富山市 ９５，２９９円（７１２．１３ℓ）
３位：山形市 ９０，２１２円（６８３．０６ℓ）
４位：水戸市 ８９，６７２円（６７７．８０ℓ）
５位：福島市 ８８，９０１円（６４０．０１ℓ）

全国平均：６３，４４２円（４７５．９３ℓ）
※家計調査 Ｈ２６～Ｈ２８平均

所有は全国並み・消費ガソリン費、量とも県庁所在地別では全国１位

山口県の保有車両と特徴
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• ＥＶ等次世代自動

車の導入促進

• 充電インフラの整備

促進

• 家庭用蓄電池とし

ての活用

• 車載用蓄電池の

リユース

• 水素ｲﾝﾌﾗ整備による

FCV等の普及促進

• 観光等への次世代

自動車の活用検討

「山口県再生可能エネルギー推進指針」 (H25.3)
「山口県地球温暖化対策実行計画」（H26.8)

「EV等次世代自動車の利活用促進」プロジェクト重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

次世代自動車の普及に向けた県の取組

行政 事業者 等

学識者次世代自動車利活用部会 情報共有・事業化検討



項目 2013
(H25)

2015
(H27)

2016
(H28)

取組
2020
(H32)

運輸部門
温室効果
ガス量 326万

t-CO2

320万
t-CO2
※2014
(H26)

304万
t-CO2

急速充電器
設置数

28
基

134
基

143
基

150基
2019(H31)

まち・ひと・しご

と総合戦略

新車販売に
占める

次世代車の
割合

（HV/EV/PHV/FCV等）

17%
18％
12,271台
※EV・FCV
0.2％

20%

13,921台
※EV・FCV
0.2％

50％
約34,000台
※2015年度
新車販売
68千台に固定

次世代自動車に関する主な数値目標

(+９)

・次世代自動車の普及促進
・公共交通機関の利用促進
・エコドライブ推進 等

充電ｲﾝﾌﾗ整備計画

民間・市町施設等へ
の設置促進

・自家用車等へ
の導入促進
・観光・中山間地域
等への活用検討
・搭載蓄電池活用・
再使用検討

http://4.bp.blogspot.com/-R77n5xY1djI/U2LuP2bLTTI/AAAAAAAAfmI/7urlTsJ9gW4/s800/eco_car.png


Ⅰ インフラ整備・次世代自動車導入促進



■普通充電（200V)
約８時間で0から100％まで充電
主な用途：自宅、宿泊施設等

■急速充電
約30分で0から80%まで充電
主な用途：外出先（道の駅等）
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急速

普通

道の駅 １８基

高速SA・PA ９基

商業施設 ３６基

宿泊施設 ７５基

充電インフラ体制 ～インフラ整備計画～



車 種
2012
～H24

2013
H25

2014
H26

2015
H27

2016
H28

合計

次
世
代
自
動
車(

普
通
車
）

ＥＶ 341 297 236 157 148 1,179

ハイブリッド車 36580 13,048 11,278 11,029 12,732 84,667

ＣＮＧ自動車 6 0 1 0 -3 4

ｸﾘｰﾝﾃﾞｨｰｾﾞﾙ (H26まで)累計9,972 1,085 1,044 12,101

合 計 36,927 13,345 11,515 12,271 13,921 97,951

新車登録台（乗用（普
通・軽）の全車種）

－ 80,695 74,932 68,174 68,829 －

新車に占めるＥＶ等の
割合(％) － 16.5 15.4 18.0 20.2 －

※中国運輸局のデータをもとに作成

山口県の新車登録に占める次世代自動車の割合（％）

半分が軽自動車
⇒車種データなし

○ﾊｲﾌﾞﾘｯﾄﾞ車を中心に増加傾向
○目標の５０％（２０２０年年度）に向けてさらに促進する必要がある
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家庭用蓄電池としての活用支援

区分 補助単価

電
気

太陽光発電 0.8万円／kW(10kW未満)

蓄電池 0.6万円／kＷh(上限9.6万円)

Ｖ２Ｈ 定額5万円

県産品利用・やまぐち再エネ補助金
（個人向け）

地球にやさしい環境づくり融資
（個人・中小企業）

対象 個人 個人・中小企業

対象
施設

省エネ設備（太陽光発電等と同時設置）
※蓄電池、V2H、高効率給湯、LED等が対象

次世代自動車
省エネ設備（Ｖ２Ｈ含む）

利率 1.0％（基準金利1.5％－利子補給0.5％） 1.5％



家庭用蓄電池としての活用例

次世代自動車の体験会（給電デモ）

給電デモ：扇風機⇒ﾊﾞﾙｰﾝｺｰﾅｰ

給電デモ：ﾎﾟｯﾌﾟｺｰﾝ 試乗

展示



車載用リチウムイオン蓄電池等の生産数量について

車載用蓄電池のシェアが年々増加している
15

車載用蓄電池のリユース



中古バッテリーの回収の現状について

平成２８年度 産構審・中環審 合同会議資料 （一社）日本自動車工業会作成より抜粋 16



電気自動車中古バッテリーリユース事業化検討（H28～）

• 家庭用蓄電池としての中古バッテリーの有効性の検証
• 太陽光発電と組み合わせた省エネ効果の検証

電気自動車の
中古バッテリーの回収
（当初容量の7～8割程度）

容量は落ちても定置用（家庭用等）

蓄電池として利用可能

・エネルギーの見える化
・太陽光発電・充放電に関するデータを収集

蓄電池
(中古バッテリー）

プロジェクトチーム

県

学識者
・山口大学

・山口東京理科大学

事業者等
・フォーアールエナジー

・長州産業
・産技センター

現状は
リサイクル
（溶融等）

太陽光発電

電気自動車

中古バッテリー

実証試験

Ｈ２８年度
○プロジェクトチ－ムによる実証試験

・産技センター 実験施設（稼働：10月） ・青嶺高校 大気測定局（稼働：２月）

1モジュール

ｾﾙが4枚

1パッケージに

モジュールが48個

再製品化モジュール
構成の変更

による再パッケージ化

リユース

モジュール 24個



既存の補助金による
事業化
研究費補助の利用 等

ＰＲ施設や中山間地域等
への設置

⇒（国補助等の利用）

県内への普及（事業化）
の措置検討

①中古バッテリーリユースの試験
（省エネ効果等）

Ｈ２９年度

○瞬間負荷に対応するための
装置設置 （家庭の瞬間負荷や、
災害時の能力分析）
・負荷装置の設置
・電力の計測装置（HEMS）設置
（１時間単位からできるだけ
短時間計測に対応）

○省エネ効果の計測の継続

②事業化の実態調査
（地方自治研究機構との共同調査事業）

バッテリーの回収
セルの能力・容量別に選別・組み換え 再商品化

○リユースバッテリーの普及・活用○回収 ⇒ 選別 ⇒ 製品化

◆回収ルートの検討
◆中古バッテリーのセルごとの
選別技術
⇒県内事業者へヒアリング等

◆使用（活用）用途
・家庭、災害用、街灯、充電設備
・地域づくり事業との連携

・中・大規模施設等、ＰＲ施設
（大学等）

・ 家庭用を想定した省エネ効果測定
・ 中古バッテリーの有効性の検証
・ 中古バッテリーの実態調査

期待される
効果

①地元企業の活性化
⇒家庭用・等商品開発による普及促進

②県内リサイクル業者の技術向上等への波及





周南市 イワタニ水素ステーション

環境省地域連携・低炭素水素技術実証事業 環境省地域連携・低炭素水素技術実証事業
（※２０１７．４～）

環境省 CO2排出削減対策強化誘導型技術
開発・実証事業

水素インフラ整備によるFCV等の普及促進



区分 2017.3～ 2017.9～

内容 ｿｰﾗｰ水素ｉﾊﾟﾜｰｽﾃｰｼｮﾝ
（ＳＨiＰＳ）
・太陽光発電の電力で生成し
た水素を燃料電池自動車等に
供給する実証 【長州産業㈱】

簡易型水素充填設備
・周南市から液化水素を輸送し、燃料電池自動車や純水素
燃料電池、燃料電池フォークリフトで利用する実証

【環境省地域連携・低炭素水素技術実証事業】

設置
場所

山陽小野田市
（長州産業㈱本社隣接地）

下関市
（下関漁港隣接地）

水素関連事業

燃料電池自動車の購入費補助
市町が実施する購入費助成のかさ上げ支援

補助額 市町補助額の1/2

補助上限額 500千円

■県内で実施されている水素充填設備の実証事業

出典：長州産業ＨＰ



プロジェクトチーム

県 事業者

関係団体

エコ観光に

ガソリンスタンド
がない地域に

災害時の非常用電源に（イベント利用）

①モニター募集

②応募

③選定・貸出

④走行履歴等報告

選定審査、履歴分析・公表

民間団体・NPO法人等

観光等への次世代自動車の活用検討
次世代自動車利活用モニター事業（H29）

⑤検証
ガソリン車比較CO2削減効果、コストの比較、
利活用方策の収集（移動範囲の把握や変化）、
利用者の声

超小型EV（一人乗り）や電動バイクでのCO2削減効

果や、多面的機能の活用について体験の機会を創
出し、普及を図る。



今後の展開

次世代自動車の新たな価値観
・給電機能の活用 ・排出ガス“ゼロ”
・電気や水素で走行（ガソリン不要）

体験の充実

自然環境の保全 地域振興

地域に根差した特徴的な取組
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御清聴ありがとうございました
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